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くことが、事業者との関係においても有用となる。そこで、管理者等は、委託先との契約の写し、

またその後の重要な変更の写しの交付を受けるべきことが考えられる。 

 

(2) 情報の公表 

 

あらかじめ関連法令の規定との整合性も含めて整理した上で、どのような情報を公表するかを、

明確に規定することが望ましい。 

 

① ＰＦＩ事業契約及びモニタリング等の結果については、次の理由から、公表を基本とすべきと考えら

れる。 

イ ＰＦＩ事業は公共サービスを提供するものであって、財政資金が投入され、又は公的な支援が行わ

れるものであり、透明性を確保し、公共サービスの実施内容及び結果をサービスの受益者である国民・

住民に周知することが求められること。 

ロ 契約内容やモニタリングの内容には民間事業者のノウハウである部分もあるが、ＰＦＩ事業契約締

結やモニタリングの実践を通じて蓄積されたノウハウは、財政資金の投入等の結果でもあり、基本的

には国民が広く共有することが求められること。 

② なお、モニタリングは、日常的に行うもの、定期的に行うもの、随時の抜き打ち等非定期に行うもの

等様々な形態があり、公表に際しては、一定の期間を定めてモニタリング結果の概要を公表することが

考えられる。また、ＰＦＩ事業契約のうち、例えばサービス対価の支払の項目については、民間事業者

の権利、競争上の地位等に係る事項が含まれていないかどうか配慮が必要になる。 

③ 一方、選定事業者と委託先との契約及び選定事業者と金融機関との融資契約等については、民間事業

者が自らのリスクとノウハウに基づいて実施するものであるほか、民間事業者独自のノウハウも含まれ

るものであり、民間事業者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあることに留意す

る必要がある。 

④ 直接協定のうち事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項については、事業の継続の

可否に重大な影響を及ぼすことから、公表を基本とすべきと考えられる。この場合、直接協定上の一部

規定は融資契約の規定と関連しており、これら両方を把握しないと理解できないことがあることにも留

意すべきである。 

⑤ 情報公開に関しては、民間事業者の地位を不当に害しないようにするため、管理者等は、事前に定め

た明確な基準に基づき実施することが必要である。 

 

５．留意点 

 

① 費用内訳等については、入札公告において、必要に応じて、応札者の提案すべき事項、提案

内容が満たすべき条件、評価方法等を明示すべきである。 

② 選定事業者の財務の状況を管理者等が定期的に適切に把握しなければ、事業の継続に困難が

生じた場合に管理者等の対応が遅れる可能性があり、財務モニタリングについて今後の検討が

望まれる。 

③ リスクのが顕在化、その要因の分析、さらにしたり、それに対してどのような対策を講じた
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かについても、情報を公開することが望まれる。これらは当該事業のみならず、広く PFI 事業

全般に対しての有益な情報となることが期待される。 

 

【情報共有及び情報公開に関する実務上のポイント】 

 ① サービス対価の見直し（第１章第４節）、サービス内容の変更（第１章第２節）、管理者等に

よる解除（第２章）などの際のサービス対価の変更額を客観的に算定すること、また事業の円

滑な継続のために必要な情報を早期に把握、履行状況のモニタリングによる成果の確認といっ

た観点から、選定事業者が管理者等に開示すべき情報の範囲を官民協議の上決定すべきであ

る。 

 ② 開示を受けた情報については、住民に対して公表されるべきである。 

 


